
第３期大阪府食の安全安心推進計画の取組評価の概要

施策の柱 ／ 基本施策 個別事業評価 施策の柱 ／ 基本施策 個別事業評価
A B C Ｎ A B C Ｎ

１ 生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保 ３ 情報の提供の充実
(1) 監視指導 ６ １ (1) リスクコミュニケーションの促進 ２ 1
(2) 食品等の試験検査 ４ 2 (2) 正確で分かりやすい情報の提供 2 2
(3) 新たな制度に基づく表⽰の適正化の推進 4 １ (3) 学べる機会の提供 1 2 １
２ 健康被害の未然防止や拡大防止 ４ 事業者の自主的な取組の促進
(1) 情報の収集及び調査研究 3 1 (1) 生産段階における支援 ５ 2 2
(2) ⾃主回収報告制度 １ (2) 国際標準化を⾒据えた⾃主衛⽣管理の推進 2 1 1
(3) 緊急時に迅速に対応できる体制の確保 ７ (3) 顕彰の実施 １ 1
(4) 健康被害の拡大防止のための情報の公表 １ 合 計 33 7 16 1

○ 基本施策別の個別事業の評価結果一覧

○平成30年度〜令和3年度までの4年間について57の個別事業の取組評価を⾏った結果、33事業(58％)が「計画どおり(Ａ評価)」、7事業(12％)が「概ね計画どおり(Ｂ評価)」、16事業
(28％)が「計画どおりでない(Ｃ評価)」であった。なお、1事業は事業の⾒直しがあったため評価対象外とした。

○Ｃ評価の15事業(台風被害による影響が要因の1事業を除く。)のコロナ禍前の取組状況については、計画どおり又は概ね計画どおりに取組が出来ていたのは14事業、計画どおりに取組が出来て
いなかったのは1事業（㊲）であった。

○第3期計画では、コロナ禍前の取組状況も鑑みると総合的には概ね計画どおり取組が行えたと評価できるが、令和2年以降の新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤に伴い、コロナ対応への
健康医療部内での体制確保や感染拡大の防止に配慮した事業の縮小などの影響を受け、一部計画どおり取り組めなかった事業も発生したことから、第４期計画ではこれまでの施策の方向
性を維持しつつ、社会情勢の変化等を踏まえながら、コロナ禍での事業の実施⽅法等の⾒直しも図り、継続して取組を推進していくことが必要。

評価
区分 評価内容 個別

事業
Ａ 計画どおり 33
Ｂ 概ね計画どおり 7
Ｃ 計画どおりでない 16
Ｎ 評価対象外 1

合 計 57

達成状況 R1年度実績
計画どおり
又は

概ね計画
どおり

❻ ⓫ ⓭ ⓮ ⑮ ⑯ ⓲
⑳ ㉟ ㊶

計画どおり
でない

２ 第３期計画の取組評価
〈個別事業(57事業)の取組評価結果〉

を除く15事業について
コロナ禍前の取組状況を分析

51

コロナ禍の影響はあったものの、
コロナ禍以前のR1年度の事業の進捗状況は
概ね計画どおりの取組が出来ていた14事業

〈 目指すべき姿（スローガン）〉
『生産から消費までみんなでつなぐ食の安全 築く安心』

〈 計画期間 〉 ５年間（平成30年度〜令和４年度）

〈 重点課題 〉
■ 新たな制度に基づく表⽰の適正化の推進
■ 国際標準化を⾒据えた⾃主衛⽣管理の推進

１ 第３期計画の概要

施策の柱(4) 基本施策(13)

４つの施策の柱、13の基本施策に、57の個別の取組事業を展開
重点課題に対応するため、２つの基本施策を重点施策として設定

事業者の自主的
な取組の促進４

(1)生産段階における支援
(2)国際標準化を⾒据えた自主
衛生管理の推進

(3)顕彰の実施
重点

情報の提供の充実３
(1)リスクコミュニケーションの促進
(2)正確で分かりやすい情報の提供
(3)学べる機会の提供

(1)監視指導
(2)食品等の試験検査
(3)新たな制度に基づく表示の
適正化の推進

生産から消費に至る
各段階での食の安全
性の確保

１

個別の取組事業
(57の個別事業)

重点

健康被害の未然
防止や拡大防止２

(1)情報の収集及び調査研究
(2)⾃主回収報告制度
(3)緊急時に迅速に対応できる
体制の確保

(4)健康被害の拡大防止のため
の情報の公表

〈 施策の体系 〉

７事業
６事業
５事業

４事業
１事業
７事業

１事業

３事業
４事業
４事業
９事業

４事業
２事業

３ 評価結果を踏まえた総括・今後の方向性

※⿊丸数字（❻など）は、数値目標の設定のある事業

コロナ禍の影響だけでなく、コロナ禍以前から
計画どおりの取組が出来ていなかった1事業
食品衛生講習会等の開催

（開催要望の減少などによる）

31 34 47

37

❻大阪府食品衛生監視指導計画に基づく監視指導 リスクコミュニケーションの実施
⓫大阪府食品衛生監視指導計画に基づく試験検査 ホームページやメールマガジン等による情報提供
⓭無承認無許可医薬品に係る医薬品成分検査 ㉟食中毒予防啓発キャンペーンの実施
⓮食品表示の適正化の推進 食品衛生講習会等の実施
⑮健康食品関係施設の監視指導 ㊶農薬安全使用講習会の実施
⑯米のDNA品種判別による表示内容の確認 HACCPの導入支援
⓲新たな⾷品表⽰制度の普及啓発 ⼤阪版⾷の安全安⼼顕彰制度に基づく顕彰
⑳食中毒原因物質や化学物質などの食品への汚染
実態調査

⼤阪エコ農産物認証制度の推進

51
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《コロナ禍以外の外的要因の影響があった1事業》

台風被害の影響による認証面積の減少

取組方法等の
改善が必要

46

※コロナ禍の影響︓⼈が多く集まる事業の⾒合わせなど

資料１


